
香美町告示第１４２号              平成１７年６月１７日公布 

 

香美町高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、高齢重度障害者に係る医療費の一部を助成することにより、

高齢重度障害者の負担を軽減し、もってその福祉の増進を図ることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

⑴ 高齢重度障害者 町内に住所を有する６５歳以上の者で、次のいずれかに

該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に

定める障害の程度が１級又は２級に該当する者及び児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第１２条に規定する児童相談所、知的障害者福祉法（昭和

３５年法律第３７号）第１２条に規定する知的障害者更生相談所、精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第６条に規

定する精神保健福祉センターの長又は医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第１条の５に規定する病院若しくは診療所において、主として精神科若しく

は神経科を担当する医師により重度知的障害者（児）と判定された者 

イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５

５号）第６条に定める障害程度が１級に該当し精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい

る者（以下「高齢重度精神障害者」という。） 

⑵ 保険医療機関等 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項

に規定する保険医療機関及び保険薬局並びにこれら以外の病院、診療所又は薬

局その他のものをいう。 

⑶ 低所得者 その属する世帯の世帯主及びすべての世帯員が高齢者の医療の



確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「法」という。）の規定に

よる療養、保険外併用療養費又は訪問看護療養費に係る療養（以下「療養」

という。）のあった月の属する年度（療養のあった月が４月から６月までの間

にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に

よる市町村民税（同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）が課

されていない者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除

された者を含むものとする。）であり、かつ、その属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が療養のあった月の属する年の前年（療養のあった月が１月か

ら６月までの場合にあっては、前々年とする。以下同じ。）中の公的年金等の

収入金額（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第３５条第２項第１号に規

定する公的年金等の収入金額をいう。）及び療養のあった月の属する年の前年

の合計所得金額（地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金

額（所得税法第２８条第１項に規定する給与所得を有する者については、当

該給与所得は、同条第２項の規定により計算した金額（租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第４１条の３の３第２項の規定による控除が行われ

ている場合には、その控除前の金額）から１０万円を控除して得た額（当該

額が０を下回る場合には、０とする。）によるものとし、所得税法第３５条第

２項に規定する公的年金等の支給を受ける者については、当該合計所得金額

から同項第１号に掲げる金額を控除して得た額とする。）をいい、当該合計所

得金額が０を下回る場合には、０とする。）の合計額が８０万円以下である者

をいう。 

⑷ 法の一部負担金 当該療養に要する費用の額から法の規定により後期高齢

者医療広域連合（以下「広域連合」という。）が負担すべき額（広域連合の条

例、規則等により法に規定する後期高齢者医療給付と併せて当該療養の給付

に準ずる給付を受けることができる場合における当該支給又は給付を含む。）

を控除した額をいう。 

（助成対象者） 

第３条 高齢重度障害者医療費助成の対象となる者は、高齢重度障害者で、次の

要件を備えている者とする。 



⑴ 高齢重度障害者及び配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻と同

様の事情にある者を含む。）並びに高齢重度障害者の民法（明治２９年法律第

８９号）第８７７条第１項に定める扶養義務者でその高齢重度障害者の生計を

維持する者について療養のあった月の属する年度（療養のあった月が４月から

６月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税の

同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定によって

課する所得割を除く。）の額（同法第３１４条の７、同法附則第５条の４第６

項、同法附則第５条の４の２第５項及び同法附則第７条の２第４項の規定によ

る控除されるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とする。）の合計

額が２３万５千円未満であること。ただし、所得割の額を算定する場合には、

その者が地方税法第３１８条に規定する賦課期日において指定都市（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市をいう。以

下同じ。）の区域内に住所を有する者であるときは、その者を指定都市以外の

市町の区域内に住所を有する者とみなして、所得割の額を算定するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別の理由があると認められるときは、高齢重度

障害者医療費助成の対象とすることができる。 

（助成の範囲） 

第４条 高齢重度障害者の疾病（高齢重度精神障害者は、精神疾患による疾病を

除く。）又は負傷について、法の規定による療養に対する給付又は支給が行わ

れた場合において、法の一部負担金に相当する額から次の額を控除した額を高

齢重度障害者医療費として支給する。 

⑴ 入院以外の療養である場合 保険医療機関等ごとに１日につき６００円

（低所得者である場合には、４００円）。ただし、同一の月に同一の保険医療

機関等においては２回を限度とする。 

⑵ 入院療養である場合 当該療養につき次のアからウまでの額に１００分の

１０を乗じて得た額（保険医療機関等で連続して３か月を超えて入院した場合

にあっては、当該３か月を超える期間に係るものを除く。）。ただし、この額

は同一の月に同一の保険医療機関等においては２，４００円（低所得者である

場合には、１，６００円）を限度とする。 



ア 法第７１条第１項に規定する療養の給付に要する費用の額の算定に関す

る基準により算定した額 

イ 法第７６条第２項第１号に規定する「当該療養（食事療養及び生活療養を

除く。）につき第７１条第１項に規定する療養の給付に要する費用の額の算

定に関する基準を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用

の額（その額が現に当該療養に要した費用の額を超えるときは、当該現に療

養に要した費用の額）」 

ウ 法第７７条第３項に規定する「当該療養（食事療養及び生活療養を除く。）

について算定した費用の額」 

⑶ 前２号に定める額は、法の一部負担金の額を超えることができない。 

⑷ 歯科診療及び歯科診療以外の診療を併せて行う保険医療機関等にあっては、

第１号及び第２号の適用について、それぞれ別個の保険医療機関等とみなす。 

⑸ 町長は、第１号及び第２号に規定する一部負担金について、特別の理由に

より支払うことが困難であると認めるときは、当該一部負担金を免除すること

ができるものとする。 

（受給者証） 

第５条 町長は、受給者に対し高齢重度障害者医療費受給者証（様式第１号。以

下「受給者証」という。）を交付するものとする。 

２ 受給者証の交付を受けようとする者は、受給者証交付・更新申請書（様式第

２号。以下「申請書」という。）に、町長が必要と認める書類を添えて町長に

申請しなければならない。 

３ 町長は、前項の規定による申請があった場合において、当該助成を行わない

旨の決定をしたときは、受給者証交付・更新申請却下通知書（様式第３号）に

より申請者に通知するものとする。 

４ 受給者証の有効期限は、１年以内とし、当該受給者証を発行した年又はその

翌年の６月３０日（以下「有効期間満了日」という。）までとする。ただし、

有効期間満了日の前日までに資格を喪失する場合は、当該資格を喪失する日ま

でとする。 

５ 受給者証の交付を受けた者が有効期限後も引き続き医療費の助成を受けよう



とするときは、第２項の規定に基づく申請をしなければならない。ただし、町

長が必要であると認めるときは、当該申請を待たずに受給者証を交付すること

ができる。 

６ 受給者証の交付を受けた者は、受給者証の有効期限が満了したときは、速や

かに当該受給者証を町長に返還し、又は破棄しなければならない。 

７ 受給者証の交付を受けた者は、兵庫県内に所在する保険医療機関等において

医療を受けようとするときは、当該医療機関等に受給者証を提示しなければな

らない。 

（変更の届出） 

第６条 受給者証の交付を受けた者は、住所、氏名等を変更したときは、交付申

請内容変更届（様式第４号）により、速やかに町長に届け出なければならない。 

（受給者証の返還） 

第７条 受給者証の交付を受けた者が、その資格を喪失したときは、速やかに受

給資格喪失届（様式第５号）に受給者証を添えて町長に届け出なければならな

い。 

（受給者証の再交付） 

第８条 受給者証の交付を受けた者が受給者証を破損、又は紛失したときは、受

給者証再交付申請書（様式第５号の２）により、町長に再交付の申請をするこ

とができる。この場合において、破損した受給者証は町長に返還しなければな

らない。 

２ 前項の規定により受給者証の再交付を受けた者は、受給者証の再交付を受け

た後において紛失した受給者証を発見したときは、速やかにいずれかの受給者

証を町長に返還しなければならない。 

（高齢重度障害者医療費の支給申請） 

第９条 高齢重度障害者医療費の支給を受けようとする者（以下「支給申請者」

という。）は、支給申請書（様式第６号）に、第４条に規定する医療に関する

給付の行われていることを証する書類、当該医療に要した費用の額を証する書

類その他町長が必要と認める書類を添えて町長に申請しなければならない。た

だし、第１１条の規定により高齢重度障害者医療費の支給があったものとみな



されるときは、この限りでない。 

（高齢重度障害者医療費の支給決定等） 

第１０条 町長は、前条の規定による支給申請書を受理したときは、その内容を

審査のうえ、高齢重度障害者医療費の支給を行う事を決定したときは、支給申

請者に支給するものとし、当該支給を行わない事を決定したときは、支給申請

却下通知書（様式第７号）により支給申請者に通知するものとする。 

（支給方法の特例） 

第１１条 町長は、高齢重度障害者が兵庫県内の保険医療機関等で医療を受けた

ときは、高齢重度障害者医療費として当該医療を受けた者に支給するべき額の

限度において、その者が当該医療に関し当該保険医療機関等に支払うべき費用

を、その者に代わり当該医療機関等に支払うことができる。 

２ 前項の規定による支払があったときは、当該医療を受けた者に対し、高齢重

度障害者医療費の支給があったものとみなす。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１７年７月１日から施行する。 

（香美町高齢重度心身障害者特別医療費助成事業実施要綱の廃止） 

２ 香美町高齢重度心身障害者特別医療費助成事業実施要綱（平成１７年香美町

告示第５２号）は、廃止する。 

（香美町高齢重度心身障害者特別医療費助成事業実施要綱の廃止に伴う経過措

置） 

３ この告示の施行前に行われた高齢重度心身障害者特別医療費の支給について

は、なお従前の例による。 

 （市町村民税の額の算定の特例） 

４ 第３条第１号における「地方税法の規定による市町村民税の同法第２９２条

第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定によって課する所得割を

除く。）の額」については、当分の間、地方税法等の一部を改正する法律（平

成２２年法律第４号）による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）



第３１４条の２第１項第１１号を適用して算定するものとする。 

附 則（平成18年６月30日告示第134号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１８年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行前に行われた医療の給付に関する「定義」については、なお

従前の例による。 

附 則（平成18年９月６日告示第153号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行前に行われた医療の給付に関する「定義」、「助成の範囲」

については、なお従前の例による。 

附 則（平成20年３月７日告示第16号） 

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月５日告示第13号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の香美町高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱の規定は、この告示

の施行の日以後の医療等に係る医療費の支給について適用し、同日前の医療等

に係る医療費の支給については、なお従前の例による。 

 （平成２１年７月１日から平成２３年６月３０日までの間の助成対象者の特例） 

３ 平成２１年７月１日から平成２３年６月３０日までの間における助成対象者

は、第３条第１項の規定にかかわらず、改正前の香美町高齢重度障害者医療費

助成事業実施要綱第３条第１項各号に該当し、かつ、第３条第１項に該当しな

い者とする。ただし、町長が、特別の理由があると認める場合については、こ

の限りでない。 

４ 前項の場合において、第４条第１号中「６００円（低所得者である場合は、



４００円）」とあるのは、「９００円」と、同条第２号中「２，４００円（低所

得者である場合は、１，６００円）」とあるのは、「３，６００円」と読み替え

るものとする。 

附 則（平成21年12月10日告示第168号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の香美町高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱第２条第４号の規定

は、平成２０年４月１日以後に生じた法の一部負担金について適用する。 

   附 則（平成22年３月26日告示第30号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成２２年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の香美町高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱の規定は、この告示

の施行の日以後の医療等に係る医療費の支給に関する助成対象者について適用

し、同日前の医療等に係る医療費の支給に関する助成対象者については、なお

従前の例による。 

   附 則（平成24年２月６日告示第８号） 

 （施行期日） 

１ この告示は、平成２４年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の香美町高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱の規定は、この告示

の施行の日以後の医療等に係る医療費の支給に関する助成対象者について適用

し、同日前の医療等に係る医療費の支給に関する助成対象者については、なお

従前の例による。 

   附 則（平成24年11月１日告示第164号） 

 この告示は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成26年12月18日告示第121号） 

 この告示は、平成２７年１月１日から施行する。 

   附 則（平成28年３月31日告示第44号） 



 この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成29年６月２日告示第87号） 

 この告示は、平成２９年７月１日から施行する。 

   附 則（平成30年９月14日告示第87号） 

１ この告示は、公布の日から施行する。ただし、第１条中第３条第１号にただ

し書きを加える改正規定は、平成３０年７月１日から適用する。 

２ 第２条の規定による改正後の香美町重度障害者医療費助成事業実施要綱の規

定は平成３０年９月１日から適用し、同日前の医療等に係る医療費の支給につ

いては、なお従前の例による。 

   附 則（令和２年３月24日告示第31号） 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（令和２年６月24日告示第123号） 

 この告示は、令和２年７月１日から施行する。 

   附 則（平成３年３月19日告示第84号） 

１ この告示は、令和３年７月１日から施行する。 

２ 改正後の香美町高齢重度障害者医療費助成事業実施要綱の規定は、令和３年

７月１日以降に受けた医療について適用し、同日前の医療等に係る医療費の支

給については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年９月30日告示第184号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式による用紙は、当

分の間、これを取り繕って使用することができる。 

 


